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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　ジョルダン・ハシェミット王国は天然資源に恵まれておらず、人的資源が数少ない資源である

ことから、人材育成に力を注いでおり、特に他国との差別化を図るため、科学技術、情報分野の

強化をめざし、過去累次の国家開発計画及び現在策定中の国家開発計画（1999～2003）において

も、同分野の人材の育成は基本方針の中の一つとして位置づけられています。

　かかる状況下、ジョルダン国は1988年７月、我が国に対し、大型コンピュータによる情報処理

技術者の育成を目的として、プロジェクト方式技術協力を要請越し、これに対し我が国は王立科

学院（Royal Scientific Society: RSS）内のコンピュータ技術・訓練・産業研究センター

（Computer Technology, Training and Industrial Studies Centre: CTTISC）において「コン

ピュータ訓練研究センター」プロジェクトを実施しました。

　その後、情報処理分野における技術革新はめざましく、クライアント・サーバー（C/S）システ

ムが技術の主流となったところ、同システムに対応し、CTTISCの技術サービスの向上を目的とし

て、1997年８月にプロジェクト方式技術協力を新たに要請越しました。

　我が国はこの要請に応え、1997年12月に基礎調査団を派遣し、本件の要請背景、要請内容及び

要請の妥当性を確認しました。その結果を踏まえ、1999年４月10日から1999年４月27日まで事前

調査団及び短期調査員を派遣し、ジョルダン側関係機関と技術移転分野及び技術移転項目を絞り

込むとともに、プロジェクトの基本計画及び投入計画について協議し、確認・合意できた事項に

ついて議事録（Minutes of Discussions）に取りまとめ、署名・交換を行いました。

　本報告書は、同調査団及び調査員の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査の実施に関し、ご協力いただいた日本・ジョルダン両国の関係各位に対し深甚

の謝意を表すとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。
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第１　事前調査団の派遣の経緯第１　事前調査団の派遣の経緯第１　事前調査団の派遣の経緯第１　事前調査団の派遣の経緯第１　事前調査団の派遣の経緯

１－１　要請の背景

(1) ジョルダン・ハシェミット王国は、天然資源に恵まれておらず、人的資源が数少ない資源

であることから、建国以来、教育分野への投資に力を注いできた注１。特に1986年～1990年の

国家開発５か年計画は、人材開発５か年計画とも呼ばれ、とりわけ科学技術振興を重点課題と

しており、1987年にはハッサン皇太子（当時）を議長とする科学技術高等審議会（Higher

Council for Science and Technology: HCST）が右振興を司る機関として設立された。

(2) その後、1990年10月には、その一環として、経済、社会的発展に情報化は不可欠との認識

からHCST傘下の王立科学院（Royal Scientific Society: RSS）内にコンピュータ訓練研究セ

ンター(Computer Technology, Training and Development Centre)注２を設立した。

(3) このセンター設立と並行して、右センターに対する支援を要請された我が国は、メインフ

レームを利用対象機材とする情報処理技術者を育成することを目的として、プロジェクト方式

技術協力により「コンピュータ訓練研究センター」プロジェクト（1990年６月～1994年６月）

を実施し、同プロジェクトは、成功裡に終了した。

(4) その後、右協力の成果をも踏まえ、我が国の協力により、1993年度から５年間、CTTISC

においてアラブ諸国を対象とした第三国研修「システムエンジニア」が実施されており、セン

ターの技術力及び事務処理能力は周辺国からも高く評価されている注３。

(5) しかしながら、特に我が国の協力終了後の情報処理分野における技術革新はめざましいと

ころ、CTTISC注４が今後とも近隣諸国を含めた技術・情報の集約基地としての位置づけを維持

するには、技術面、機材面での向上が必要であることも認識されている。

注１　人口が少ない国であるが、３万人のエンジニアがおり、アラブ諸国の中でも、博士号取得者の最も多い国の一

つであり、人的資源への投資は、政府の重要政策の一つになっている。
注２　コンピュータ訓練研究センターというのは、日本との協力における相手側実施機関を呼称する名称であり、

RSS内の組織としての正式名称は、1992年６月まではInformation & Computer Software Centre (ICSC)、

それ以降は、Computer Technology, Training and Industrial Studies Centre (CTTISC)となっている。
注３　1998年度から３年間、第三国研修「システムエンジニア」が３年間延長された。
注４　注１に記載のとおり、先方の実施機関の英文の正式名称は、現在、CTTISCであるが、第三国研修等の和文名

称では、通りが良いこともあり、引き続きコンピュータ訓練研究センターが使用されている。
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(6) かかる状況下、ジョルダンは、1997年８月、我が国に対し、メインフレームを主たる対象

機材とした上記プロジェクトの経験をも生かしつつ、現在、世界でも主流となっているクライ

アント・サーバー（C/S）方式による最新技術に対応するため、右分野における３年間のプロ

ジェクト方式技術協力を要請越した。

(7) これに対し、我が国は、上記プロジェクト終了後３年以上経過していることから、1997年

12月に基礎調査団を派遣し、国家開発計画との整合性をも踏まえたうえで、近隣諸国も含めた

当該分野の状況、問題点、受入国関係各機関の現状を調査することにより、新規案件に対する

協力の妥当性を確認し、妥当性があると判断されたため、先方の実施体制を確認した上で、プ

ロジェクトの協力範囲の取りあえずの絞り込みを行ったところである。

１－２　派遣の目的と主要調査項目

　今次事前調査は、プロジェクトの要請背景、国家開発計画等における位置づけ、プロジェクト

の対象分野及び先方の実施体制を再確認し、そのうえで日本側の国内支援体制や現行のC/Pの技術

力も勘案し、技術移転分野及び技術移転項目を絞り込むとともに、プロジェクトの基本計画及び

投入計画について、ジョルダン側と協議し、その結果をミニッツとして取りまとめ、署名・交換

することを目的として派遣する。

　なお、上述のとおり、前回の基礎調査において、本来、事前調査で確認する項目についても一

部調査済であることから、短期調査員を同時に派遣し、協力計画の内容の詳細についても今回調

査・協議し、プロジェクトの早期開始を促進することとする。

　短期調査を含む今次調査の主要調査項目は以下のとおり。

(1) プロジェクトの要請背景及び国家計画等における位置づけの再確認

(2) プロジェクトの対象分野の現状の再確認

(3) プロジェクトの実施体制の再確認

　（所轄官庁、関連機関、実施機関の組織、予算、人員、施設、事業等）

(4) 技術移転内容の絞り込み（C/Pの面談による技術力測定）

１）技術移転分野

２）技術移転項目

(5) プロジェクト基本計画の協議

(6) 計画管理諸表の作成

１）プロジェクト・デザイン・マトリクス（PDM）

２）技術協力計画（TCP）（可能であれば、年次技術協力計画も作成）

３）活動計画（PO）
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４）暫定実施計画（TSI）

(7) 投入計画の作成

１）日本側

ａ）専門家派遣（指導科目及び派遣スケジュール）

ｂ）研修員受入れ（受入基本計画）

ｃ）機材供与（現地調達の可能性調査）

２）ジョルダン側

ａ）人員配置（人数、経歴、技術レベル、現状の従事業務）

ｂ）施設・機材（建屋改修の必要性及び機材設置条件の検討を含む）

ｃ）ローカルコスト

(8) 専門家生活環境調査

１－３　調査団員

(1) 事前調査団

(2) 短期調査員

担当業務 氏　　名 所　　　　　属

団長 山崎　　章 (財)国際情報化協力センター（CICC）専務理事

技術協力計画 伊藤　正義 通商産業省　通商政策局　経済協力部　技術協力課　課長補佐

IT技術 池田　　稔 (財)国際情報化協力センター（CICC）アドバイザー

協力企画 木村　弘則
国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課
課員

担当業務 氏　　名 所　　　　　属

機材計画 水野　　誠 (財)国際情報化協力センター（CICC）アドバイザー

研修計画 池田　陽子 (財)国際情報化協力センター（CICC）振興部　調査課　課員

運営管理 岡田　鉄太
国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第一課
特別嘱託
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１－４　調査日程

日　　　　　程日
順

月　日
曜
日 団長、IT 技術、協力企画及び短期調査員

１  4 月 10 日 土 11:25 成田発（NH205）
16:40 パリ着

２  4 月 11 日 日 13:15 パリ発（AF672）
19:10 アンマン着

３  4 月 12 日 月  8:30 JICA 事務所打合せ
10:00 計画省表敬（参加者：調査団、JICAジョルダン事務所員）
11:00 在ジョルダン日本国大使館表敬（参加者：調査団、JICA事務所員）
15:00 RSS 総裁表敬（参加者：調査団、CTTISC所長、CTTISC幹部、JICA事務所現地職員）
15:30 Kick off Meeting
　　　（出席者：調査団、CTTISC所長、CTTISC幹部、JICA事務所現地職員）
16:30 サイト視察

４  4 月 13 日 火  8:30 ジョルダン側との協議（General Items）（出席者：調査団、CTTISC所長、CTTISC幹部）
11:00 HCST Deputy Secretary General表敬（参加者：調査団、CTTISC所長）
13:15 ジョルダン側との協議（プロジェクト名称、実施機関、ターゲットグループ・エリア）
　　　（出席者：調査団、CTTISC所長・幹部）

技術協力計画５  4 月 14 日 水  8:45 ジョルダン側との協議（技術移転分野・項目・方法、
　　　マスタープラン、日本側・ジョルダン側投入計画）
　　　（出席者：調査団、CTTISC所長・幹部）

16:00 イスタンブール発(RJ166)
18:05 アンマン着

６  4 月 15 日 木  9:00 ベンダー視察（CEB社、IDEAL社、STS社）
午後　資料整理

７  4 月 16 日 金 終日　資料整理

８  4 月 17 日 土 終日　資料整理

団長・技術協力計画・協力企画 IT 技術及び短期調査員

 8:30 ジョルダン側との協議（TCP、機材）
10:00 プリンセス・スマヤ技術大学視察
10:30 NIC視察

９  4 月 18 日 日

午後　ジョルダン側との協議（PO、TSI）、ミニッツ案作成 午後　C/Pインタビュー

10  4 月 19 日 月 終日　ミニッツ案について協議

11  4 月 20 日 火 10:00 ミニッツ署名・交換
15:00 在ジョルダン日本国大使館報告
16:00 JICA事務所報告
20:00 団長主催夕食会

団長・協力企画・IT技術 技術協力計画 短期調査員

 6:25 アンマン発（AF677）
11:50 パリ着

12  4 月 21 日 水

20:00 同発（NH206） 19:00 同発（JL406）

10:00 Comcen社視察
12:30 Prime Ministry視察
15:00 JICAジョルダン事務所打
　　　合せ（任国情報収集）

13  4 月 22 日 木 14:25 成田着 13:40 成田着 終日　生活環境調査

短期調査員14  4 月 23 日 金

終日　資料整理

15  4 月 24 日 土 10:00 INDEX社（インターネットプロバイダー）
12:30 Jordan Industrial Estate Cooperation視察

16  4 月 25 日 日  8:30 Arab Bank視察
12:00 Wrap up Meeting
16:00 JICA事務所報告

17  4 月 26 日 月  6:25 アンマン発（AF667）
11:50 パリ着
20:00 同発（NH206）

18  4 月 27 日 火 14:25 成田着

注：ジョルダン休日 木曜日及び金曜日

　　在ジョルダン日本国大使館及び JICA事務所休日 金曜日及び土曜日
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１－５　主要面談者リスト

＜日本側＞

(1) 在ジョルダン日本国大使館

　松本　紘一 大使

　近藤　勝則 一等書記官

(2) JICAジョルダン事務所

　矢部　義夫 所長

　蔵方　　宏 次長

　岩井　雅明 所員

＜ジョルダン側＞

(1) 計画省　Ministry of Planning (MOP)

　Dr. Mustafa Saleh Director, Bilateral Cooperation Department

　Dr. Nael Al-Hahajaj Director, Multilateral Cooperation Department

　Mrs. Wafa Al-Saket Head, European Division and U.S./Japan Desk

(2) 科学技術高等審議会　The Higher Council for Science and Technology (HCST)

　Dr. Khaled Elshuraydeh Assistant Secretary General

(3) 王立科学院　The Royal Scientific Society (RSS)

　Dr. Said Alloush President

　Dr.Seyfeddin Muaz Vice President

(4) コンピュータ訓練研究センター

　Computer Technology, Training & Industrial Studies Centre (CTTISC)

　Dr. Saqer Abdel-Rahim Director

　Mr. Samir Al Qutub Head of Advanced Training Section

　Mr. Zuhair Sleibi Head of Follow up & Implementation Section

　Mr. Khalid Yousef Abu Hilal Head of the Technical Support and Maintenance Unit

　Mrs. Samar N. Mezayek Head of RSS Computerization Unit

(5) プリンセス・スマヤ技術大学　Princess Sumaya University College for Technology

　Dr. Khamis Omar Head of Computer Science Department
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(6) National Information Centre (NIC)

　Mr. Fadhl Sweidan Director, Technical Services

(7) ジョルダン・コンピュータ協会　Jordan Computer Society

　Mr. Karim Tawfiq Kawar President

(8) Computer & Engineering Bureau (CEB)

　Mr. Usama A. Barghouthi Executive Director

　Mr. Ahmad Sumrein Marketing, IT Solutions

(9) IDEAL Group

　Mr. Hanna Zaghloul Executive Vice President

　Mr. Fares Abawi Senior Sales Executive

(10) Specialized Technical Services (STS)

　Mr. Amjad Rahhal Sun Division Manager

　Mr. Husam Katkhoda Deputy General Manager

(11) Comcent Trading and Contracting Co.

　Mr. Nabil J. Ashkar Sales Manager

　Mr. Yaser M. AL-Haj Sales Department

(12) Prime Ministry

　Ms. Rula Bayazid Head of Computer Unit

(13) International Data Exchange

　Mr. Abdullah S. Rifai Managing Director

(14) Jordan Industrial Estate Corporation (JIEC)

　Mr. Oussama Shafakoj Director of Administration Directorate

　Mr. Raed M. Dummor Head of Computer and Information Section
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(15) Arab Bank

　Mr. Hazem F. Kassab Deputy Head of Information Systems Division

　Mr. Yasir Abu Awwad Customers Accounts Team Leader

　Mr. Tareq M. Nasser Self Services Team

１－６　主要面談録

＜表敬訪問＞

　訪　問　先： The Royal Scientific Society (RSS)

　日　　　時： 1999年４月12日（月）15:00～15:30

　先方出席者： Dr. Said Alloush, President（総裁）of RSS

Dr. Saqer Abdel-Rahim, Director of CTTISC

Mr. Samir Al-Qutub, Head of Advanced Training Division, CTTISC

　我が方出席者：事前調査団、短期調査団、岩井JICAジョルダン事務所員

　団長より派遣団の構成・目的等について説明、Dr. Said Alloush総裁からフェーズⅠが成功裡に

終了し、第三国研修も含め、現在に至るまで多くの情報処理技術者育成に貢献できたことに対す

る謝意が述べられた。その後の主なやり取りは以下のとおり。

(1) プロジェクトの特長

　団長より本プロジェクトの特徴として、次の２点について説明があった。

１）移転される技術がC/Pのみにとどまることなく、周辺アラブ諸国にも広く普及していくこ

とをも視野に入れたプロジェクトの開始としたい。

２）情報処理分野は技術革新が著しく、また、専門技術が細分化されてきているため、長期専

門家よりも最新技術を持ち合わせた短期専門家を中心とした技術移転の実施を予定してい

る。

　これに対し、総裁からは、ジョルダンが地域的センターとなり情報処理分野をリードして

いくことはRSSの方針でもあること、また最新技術を持ち合わせた短期専門家の適時派遣は

本プロジェクトに有効であることが述べられた。

(2) 産業界との関係

　団長から、本プロジェクトがジョルダン国内の産業界にも裨益するものであることが成功に

不可欠であると述べると、総裁からも認識を同じにしており産業振興に益するプロジェクトと

して進めていくべき旨述べられた。
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(3) 情報処理技術者資格制度

　団長より情報処理技術者の資格問題が現在国際的な懸案事項となっており、WTOやAPEC

も資格制度の標準確立に向けて動き出していることについて触れると、CTTISCではECのシ

ステムであるITN（Information Technology Network）による資格認定を３年前から導入し

ているとの説明があった。情報処理技術者の国際的な流動に世界標準の認定制度が不可欠なこ

とから、今後も情報を提供していくことを伝えた。

＜表敬訪問＞

　訪　問　先： Ministry of Planning

　日　　　時： ４月12日　10:00～11:00

　先方出席者： Director Bilateral Cooperation Department Dr. Mustafa Saleh

Director Multilateral Cooperation Departmen Dr. Nael Al Hajaj

Head of Europian Division and US/Japan Desk

　我が方出席者：事前調査団３名及び短期調査員３名

JICAジョルダン事務所　岩井職員

　事前調査団、短期調査員の派遣の経緯と目的、調査団の日程について団長より説明があり、以

下の項目について確認した。

(1) 国家開発計画

　1999年から2003年までの、国家開発計画については、まだ策定されておらず、後２～３か月

くらいはかかるであろう。しかし、情報の分野の重要性については当然の事ながら、自動的に

重要課題となることが予想される。

(2) 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee）

　RSSの意向にもよるが、計画省としても当プロジェクトに対しサポートしたいと考えてお

り、同委員会への参加について異議のないことを確認した。

(3) NICとCTTISC

　NICとCTTISCは別の目的の団体であり、詳細は、CTTISCのDr. Saqerに確認してほしい。

(4) その他

　フセイン国王の死去に伴い、新国王が就任し、現在、新国王はアラブ諸国を歴訪中であると
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のこと。

＜表敬訪問＞

　訪　問　先： Higher Council for Science and Technology (HCST)

　日　　　時： ４月13日　11:00～11:30

　先方出席者： Assistant Secretary General Dr. Khaled Elshuraydeh

　我が方出席者：事前調査団３名及び短期調査員３名

　事前調査団、短期調査員の派遣の経緯と目的、調査団の日程について団長より説明があり、以

下の項目について確認した。

(1) 国家開発計画については、まだ策定されていない。

(2) HCSTは、チェンマンにハッサン王子を置いており、五つのセンターの包括的組織である。

１）National Centre for Diabetes Endocrine and Inherited Diseases 1996

２）The National Information Centre

３）The Institute of Diplomacy

４）The Royal Science Society

５）The National Centre for Human Resources Development

(3) National Information Centreは17セクターの情報を収集し、National Information System

を構築し、いかに運用していくかに重点を置いている。

(4) RSSのComputer Technology, Training and Industries Studies Centre (CTTISC)は、コン

ピュータトレーニングコースだけではく、研究開発、コンサルタント業務を通じて、産業界の

ニーズに応えられるようにもなっているので、プロジェクトでもその部分との関わりを検討し

てほしい。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

１　一般的事項
(1) 日本のODA
　の現状

(2) プロジェク
　ト方式技術協
　力の現行スキ
　ーム

(3) 合同評価
　（評価・モニ
　タリング）

・基礎調査時に、日本のODAの現状説
明を行い、ジョルダン側の理解を
得、ミニッツに記載した。

・PDM、評価５項目を含め、現行ス
キームの説明を行い、ジョルダン側
の理解を得、ミニッツに記載した。

・JICAにおける評価の現状について概
要を説明し、ジョルダン側の理解を
得、ミニッツに記載した。

・左記を再度説明し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・プロ技の現行スキームで
は、日本側投入は、専門
家によるC/Pへの技術移
転が主体で、研修員の受
入れ及び、機材供与はそ
れを補完するものである
ことを先方に確認したう
えで、左記を再度説明
し、要すればミニッツに
記載する。

・左記につき、特に定期モ
ニタリングを追加する形
で再度説明し、要すれば
ミニッツに記載する。

・日本のODAの現状を説明
し、ジョルダン側の理解
を得、ミニッツに記載す
るとともに、案件の絞り
込み、機材計画、研修計
画等における一層の重点
化、目標とする技術協力
成果の更なる明確化、広
報活動の充実等を進めて
いることを説明し、本要
請についてもこれらの動
きの例外でないことにつ
いてジョルダン側の理解
を得た。

・左記を説明し、ジョルダ
ン側の理解を得、ミニッ
ツに記載した。

・左記を説明するとともに
プロジェクトの運営管理
の現地化としておおむね
半年ごとに合同調整委員
会の主導の下で定期モニ
タリングを実施すること
等を説明し、ジョルダン
側の理解を得、ミニッツ
に記載した。

第２　対処方針及び調査結果第２　対処方針及び調査結果第２　対処方針及び調査結果第２　対処方針及び調査結果第２　対処方針及び調査結果



調 査 項 目

－11－

基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

２　対象セクタ
　ー（情報処理
　分野）の現状
(1) 国家開発計
　画等との整合
　性
１）国家開発計
　画（経済社会
　開発５か年計
　画）

２）NIP
　(National
　Information
　Policy)
　NIS (National
　Information
　System)

・基礎調査時に、策定中の計画（1999
年～2003年）の中で情報分野が一つ
の独立した章を構成する予定である
旨、確認したが、いまだ完成してい
ない模様。

・1985年以来、国益に資する情報活動
を統合管理することを目的として、
下記NIPの枠組みの中で、17のセク
ターごとに官民にまたがった国家レ
ベルのシステムを構築するとした
NISの確立に力が注がれている。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに記載する。

・ジョルダン政府が策定を
進めている経済社会開発
５か年計画について、計
画省から、策定の最終段
階にあり数か月以内に決
定される見込みであり、
「情報化」はその中の大
事な柱の一つとして含ま
れる予定である旨聴取
し、ミニッツに記載し
た。

・科学技術高等審議会
（Higher Council for
Science and Technology:
HCST）からは、この策
定準備にあたって、
HCSTの下に設置した情
報化に関する分科会の検
討結果を上程しており、
情報化が極めて大事な事
項の一つとして取り扱わ
れているとの説明があっ
た。いずれにしても、国
家開発計画との整合性に
ついての公式文書による
最終確認は、上記計画の
公表を待つ必要がある。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに記載するととも
に以下を聴取した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

(2) 情報処理産
　業
１）総合企業

２）販売会社

・NIPは情報分野における国家政策で
あり、CTTISC（実施機関、後出）
では、以下のように捉えられてい
る。
１　情報分野における先進国からの技
術移転をコーディネートする。
２　官民が協調して情報技術戦略を策
定する。
３　科学及び応用科学分野の研究を促
進する。
４　人材開発を強化する。
５　組織におけるシステム化をサポー
トする。
６　公共の情報ソースの質を高めると
ともに容易なアクセスを確保する。

・人口が少ない（450万人）ので、購買
力が弱いこともあり、ハードの製
造、ソフトの開発、ハード・ソフト
の販売、教育、メンテナンス・修理
等を１社で手がける総合企業は、存
在しない。

・基礎調査時に、アンマン市内の大手
ベンダー数社を訪問し、機材の現地
調達を行う際に大きな問題はないと
判断された。

・以下は、全国176の販売会社へのアン
ケート調査結果に基づくものであ
る。
１　９割以上が従業員数20名以下の小
規模な企業である。また、すべての
企業がジョルダン資本である。
２　提供するサービスにより分類する
と、次のとおり。

・左記現状を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・企業の現状を把握するた
めに、事前に準備した企
業調査票への記入及び企
業責任者へのインタ
ビューにより、企業調査
を実施する。

・1985年以来ジョルダン政
府が国家情報化政策
（NIP）として国家レベ
ルでの情報化システム
（NIS）の推進、情報化
人材の開発等について力
を入れており、これら活
動の推進とその連携のた
めの組織として1993年に
設立された国家情報セン
ター（N I C）がコアと
なって、17の分野での官
民合同による情報化シス
テムづくりを進めてお
り、データベース化や
ネットワークによる情報
提供システム等の総合調
整を実施している。
　なお、1 9 9 6年８月に
NICが発表した「ジョル
ダン情報政策・戦略」
が、その諸活動の基本と
なっている。

・左記現状に変化はなく、
ハードの製造を含む総合
企業は存在しないことを
確認し、ミニッツに記載
した。

・アンマン市内の大手販売
会社４社の企業訪問を実
施した。
(1) Specialized
　Technical Services
　(STS)
(2) Computer &
　Engineering Bureau
　(CEB)
(3) Ideal Group
(4) Comcent Trading &
　Contracting Co.
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

３）業界団体

機器使用法等の基礎研修を提供する
会社 124社
研修に特化し、研修センターを持つ
会社 　7社

機器販売会社 114社
基本的なメンテナンスを行う会社

108社

・ジョルダン・コンピュータ協会とい
う団体が存在していることが判明し
ているが、委細は不明である。

・ジョルダン・コンピュー
タ協会について、可能で
あれば、訪問したうえ
で、沿革及びCTTISCと
の関係を中心に調査する
とともに、それ以外の団
体があれば、調査し、要
すれば結果をミニッツに
記載する。

・その結果、これらの販売
会社は、コンサルティン
グ、設計、開発、導入、
サポート（メンテナン
ス、教育）等、トータル
のサービスを提供してい
ることを確認した。

・上記、Ideal Groupの社長
が、ジョルダン・コン
ピュータ協会（JCS）の
会長であったことから、
インタビューを実施し、
以下を確認した。
　会員数は、1999年３月
現在で個人1,200人、企業
は約75社である。また、
JCSは学会としての性格
が強く、いわゆる工業会
とは異なり、それ以外に
も工業会は存在していな
い。JCSによれば、ジョ
ルダン国内のコンピュー
タ関係企業数は約400社と
のことであり、1997年12
月調査の時点で236社と報
告されていることから見
ると大幅な増加となって
いる。

・産業界との関係を強化す
るために、JCSを合同調
整委員会のメンバーとす
る方針をC T T I S Cと協
議・確認したうえで、
JCSに合同調整委員会に
ついて説明し、理解を得
た。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

(3) 情報処理教
　育

１）大学

２）短期大学

１　コンピュータ科学の授業の実施
(1) 学校数
１）公立大学　6/8校
２）私立大学　10/12校
（含む王立科学院（RSS）傘下
のプリンセス・スマヤ技術大学
（PSUCT））

(2) 学生数
1)、2)合計約3,000人が在籍

２　内容
・いわゆるコンピュータ教育であり、

CTTISCが実施しているようなシス
テム・エンジニアの育成、ソフト
ウェアの開発といった総合的かつ統
合的な教育は未実施。

・コンピュータ教育を受けている学生
数 約2,700名

・左記現状を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・左記現状を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・左記現状を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・大学と短期大学をあわせ
た、現在の情報処理関係
学科の卒業生は年間約
2,000人に過ぎず、なおか
つ湾岸諸国との賃金格差
のためにジョルダン国内
に残留するものはその約
５割～６割程度といわれ
ていることから、更なる
教育の充実が求められて
いることを確認した。

・大学におけるコンピュー
タ科学の授業は、左記の
とおり20校中16校で実施
しており、現在のITを専
攻する学生数は約2,250人
であることを確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記状況のとおりである
ことを確認した。

・48校ある短期大学のうち
29校でコンピュータ教育
を実施しているが、その
学生数合計が約2,800人で
あることに加えて、基礎
学力が不足していること
が多く高度な情報化人材
の供給元としては限界が
あることを聴取し、その
旨ミニッツに記載した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

３）中等教育
（11～12年生）

４）民間のコン
　ピュータ学校

(4) 情報処理要
　員

１　学校数
約1,330校
２　生徒数
約13万2,000名
３　コンピュータ教育の実施
(1) 公立学校　約50％
(2) 私立学校　約75％

１　現状
・主にベンダーの活動の一環として、
ソフトウェアの使用法等を教授する
ことを目的として運営。
２　学校数
　11校（アンマン市電話帳）
注：相当数の同種の学校があると見
込まれる。

・基礎調査によれば、ジョルダン国内
の情報処理要員、ニーズは以下のと
おり。
１　人数
　約6,150名
　うちプログラマー　　　 約2,660名
　　　システムエンジニア 約1,300名
２　ニーズ
・一般的なエンジニアの失業率が約８
％であるのに対し、コンピュータ関
連のエンジニアの失業率はほぼ０％
とのことであり、この点から当該分
野の要員のニーズは高いと類推され
る。

・左記現状を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・左記現状を、可能であれ
ば民間のコンピュータ学
校を訪問し、トレーニン
グ内容、受講者数、料
金、期間等を確認し、要
すれば、ミニッツに記載
する。

・左記現状を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・学校数については、ほぼ
同数であること、生徒数
については、推定20万人
であること、そのうち、
60％～65％の中等教育機
関（セカンダリースクー
ル）が基礎的なIT教育を
実施していることを聴取
し、ミニッツに記載し
た。

・上述の大手コンピュータ
販売会社がコンピュータ
学校を経営しており、企
業訪問の際に以下を確認
した。
　主としてユーザー支援
等の活動を基本として展
開しているが、その内容
は基礎的なソフトウェア
の使用法もしくは認定試
験に対する研修であり、
幅広く高度な情報処理技
術に関して長期の訓練を
実施しているCTTISCと
は性格が異なる。

・情報処理技術者の人数
は、この２年間は年間500
～60 0人ずつ増加してお
り、現時点で約6,800人と
推定される。これはジョ
ルダンの就業者数の約0.5
％に過ぎず、今後の情報
化の進展及び湾岸諸国へ
の継続的な人材流出を考
えるとジョルダン国内で
の技術者の供給不足が想
定されることを確認し
た。また、現在平均の失
業率が、約14％であるの
に対し、コンピュータ関
連のエンジニアの失業率
はほぼ０％であることを
確認した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

(5) 関連機関
１）国家情報セ
　ンター
　（National
　Information
　Centre
　(NIC)）

２）プリンセス
　・スマヤ技術
　大学
　Princess
　Sumaya
　University
　College of
　Technology
　(PSUCT)

３）インフォメ
　ーションセン
　ター

・基礎調査において、1993年に設立さ
れ、ジョルダンにおける情報システ
ムの開発と管理の責任を担ってお
り、その目的は、以下のとおりと確
認されている。
１　国家レベルでの総合的情報システ
ムの構築、管理。
２　さまざまな情報源を確認するこ
と。
３　情報の貯蓄方法を発展させるこ
と。

・1987年に、Community College of
Computerとして元来設立された。
1991年にPSUCTとなり、コンピュ
　ータ科学と電子エンジニアのコース
を提供している。
　コンピュータ科学のコースは
CTTISCの講師から講義を受けると
同時に、CTTISCの施設を使用する
ことが可能である。また、CTTISC
はP S U C Tの優秀な卒業生の中か
ら、そのスタッフを採用している。
１年間の総入学生195人中、125人が
コンピュータ科学のコースに入学し
ている。

・参考資料によれば情報関連のNGOと
してインフォメーションセンターと
呼ばれる機関が複数存在している。

・可能であれば各機関を訪
問し、現状及び問題点を
確認し、要すればミニッ
ツに記載する。

・NICを訪問し、左記を確
認するとともに、現在年
間10～12回実施している
公共セクターを対象とし
た IT 研 修 の ８ 割 を
CTTISCに委託して実施
していることを確認し、
ミニッツに記載した。

・プリンセス・スマヤ　技
術大学を訪問し、左記を
確認するとともに、以下
の点を聴取した。
(1) 学生数1,025人のう
ち、約60％がコンピュ
　ータ科学を、約40％が
電子エンジニアを専攻
している。
(2) 昨年の入学生数は205
人であり、うち125人が
コンピュータ科学の
コースに入学した。
(3) 卒業生の30～40％は
サウディアラビア、カ
タル等の湾岸諸国にお
いて就職している。

・広く社会への情報提供機
能を持つNGOをインフォ
メーションセンターと呼
んでおり、そのモデルの
一つとして“J o r d a n
Hashemite Center for
Human Development”
から資金供給を受けジェ
ンダー、人口、開発問題
に取り組むN G Oがイン
フォメーションセンター
として情報の重要性に焦
点を当てて活動している
ことを聴取した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

(6) 当該セクタ
　ーへの援助
　（CTTISCに
　対するものを
　除く）

３　協力案件の
　概要
(1) プロジェク
　トの名称

(2) 実施機関
１）援助受入窓
　口

２）所管官庁

・質問状の回答によれば、NICに対し
GTZ（ドイツ技術協力公社）がNIS
設立のための支援をしている。

・要請書に記載された名称は以下のと
おり。
（日）コンピュータ訓練研究センター
　　　プロジェクト（フェーズ２）
（英）The Computer Technology
　　　Development Training Centre
　　　(CTDTC) Project (Phase 2)
・基礎調査時に、先方から「フェーズ
２」という名称を使用せねばならな
いかとの質問があり、日本側として
は特に拘らない旨、発言。

・計画省（Ministry of Planning）

・王立科学院（RSS）
注：フェーズ１では、RSSの上部機
関であるHCSTを所管官庁としてい
たが、基礎調査時により実務的な
RSSを所管官庁としたい旨、先方か
ら要請されたもの。

・左記現状を確認するとと
もに、可能であれば、そ
の他の情報を計画省から
入手する。

・先方と協議し、結果をミ
ニッツに記載する。取り
あえずの案は以下のとお
り。
（日）情報処理技術向上計
　　　画
（英）Upgrading Project
　　　for Information
　　　Technology

・同省の意向を確認する。

・HCSTとRSSの関係を権
限委譲の状況を含め確認
し、プロジェクトの進捗
に問題ないと判断されれ
ばRSSとし、ミニッツに
記載する。

・NISの確立のためのGTZ
による支援は「Promoti-
on of NIS」という合意に
基づき、1993年のNIC設
立以来NICを通してなさ
れており、右合意は３年
ごとに更新延長されてい
る。専門家の派遣、機材
の供与、研修を実施して
いるが、詳細内容につい
ては今後の調査で確認す
る必要がある。

・ジョルダン側から「IT」
をより強調したいとの希
望があり、語順を入れ替
え、「I n f o r m a t i o n
Technology Upgrading
Project」とすることで合
意し、ミニッツに記載し
た。
　また、日本語名につい
ては「情報処理技術向上
プロジェクト」とした。

・同省としても、当プロ
ジェクトを支援したいと
の意向を確認した。

・HCSTの傘下の機関の一
つであるRSSは、自主財
源で運営される政府機関
であり、予算、人事、事
業計画のすべての面で自
律的な運営ができる組織
であることが再確認され
た。
　このため、プロジェク
トの所管官庁をRSSとす
ることで合意し、ミニッ
ツに記載した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

３）実施機関
ａ）名称

ｂ）設立の経緯

ｃ）組織

・コンピュータ技術訓練・産業研究セ
ンター
（Computer Technology, Training
and Industrial Studies Centre:
CTTISC）

１　前身は、RSSのComputer Syste-
ms Department, RSSで、1972年設
立。
２　1987年のNational Information

System (NIS)の開始に伴い、その技
術面を支援するRSS傘下のInforma-
tion & Computer Software Centre
として改編。
３　1992年６月にRSS傘下のEconomic

Research Centreの産業研究分門が
付設されて現在の組織となった。

・基礎調査時に、RSS、CTTISCの組
織（含むCTTISC所長の権限）、人
員体制を確認し、ミニッツに記載し
た。
・基礎調査後、2000年問題を担当する
部門を新設した旨、報告を受けてい
る。

・左記に変更ないことを確
認し、結果をミニッツに
記載する。

・左記現状を確認し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに記載する。

　なお、計画省、HCST
等関係機関からもRSSに
よる本プロジェクトの実
施を支援する旨、表敬時
に発言があった。

・左記に変更ないことを確
認し、CTTISCの組織、
予算、活動内容、人員配
置、施設等について調査
し、また、C T T I S Cで
1990年から５年間実施さ
れた「コンピュータ訓練
研究センタープロジェク
ト」における実績及び
1993年からの「システム
エンジニア」の第三国研
修の実績等から、本プロ
ジェクトの実施に問題が
ないことを再確認した。
これを受けて、本プロ
ジェクトの実施機関を
CTTISCとすることで合
意し、ミニッツに記載し
た。

・左記を確認した。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに添付した。
（Annex 4）
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

ｄ）人員配置

ｅ）予算措置

ｆ）活動状況

１　職員数　101名
(1) 一般職員 95名
注：出向者12名（NIC４名、
P S U C T４名、他の関連機関４
名）を含む。

(2) その他 ６名
注：メッセンジャー４名、運転手
２名

(3) フェーズ１のC/P
・31名中、RSS内での異動等を除く民
間への転職は７名

１　RSS
・過去５年の予算／決算額を入手し、
ミニッツに記載した。

２　CTTISC
・過去５年の予算／決算額を入手し、
ミニッツに記載した。

・1997年度予算額
27万1,000ジョルダンディナール
（JD）
（約5,000万円、１JD＝約185円）
・ほぼ独立採算を達成しているが、予
算案はRSSの承認が、執行も金額に
応じ、上部機関の決裁が必要である
ことを確認した。

・主に政府機関を対象に以下の活動を
実施。
１　技術支援・研究
２　ハードウェア及びソフトウェアの
開発
３　研修コースの実施
・国内向けの研修コースの参加者の約
2/3は、政府関係者。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記現状を確認するとと
もに、収支がアンバラン
スになった場合の方策を
聴取し、ミニッツに記載
する。

・左記現状及び可能であれ
ば各活動の実績を確認
し、ミニッツに記載す
る。

・左記が、有料の場合、そ
の価格の設定方法につい
て聴取する。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに添付した。
（Annex 4）

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに添付した。
（Annex 3）

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに添付した。
（Annex 5）
　また、収入が収支を上
回った場合はRSS内で流
用され、支出が収入を上
回った場合にはRSSが銀
行からの借り入れを行う
旨聴取した。

・左記現状を確認し、ミ
ニッツに記載した。

・価格については、研修
コースの期間及び内容に
より設定しており、参加
者の所属（公共セクター
もしくは民間セクター）
による差は設けていない
ことを聴取したうえで、
各コースの期間、価格を
ミニッツに添付した
（Annex 8）。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

４）プロジェク
　トの責任者
ａ）総括責任者

ｂ）実施責任者

(3) プロジェク
　トの要請内容
１）ターゲット
　グループ

・RSS総裁

・CTTISC所長

・CTTISCの現行の活動の主たる受益
者は、政府関係者である。

・なお、公共セクター及び民間セク
ターの研修ニーズは、参考資料によ
れば以下のとおりと記載されてい
る。

・左記に変更ないことを確
認し、結果をミニッツに
記載する。

・左記に変更ないことを確
認し、結果をミニッツに
記載する。

・日本側としては、特に政
府関係者に拘らない旨、
説明のうえ、協議し、結
果をミニッツに記載す
る。

・プロジェクトの実施体制
については基礎調査の時
点での考え方と変更がな
いことを再確認した。す
なわち、ジョルダン側に
おける総括責任者はRSS
総裁とし、実施責任者を
CTTISC所長、とするこ
とを確認し、ミニッツに
記載した。

・本プロジェクトの初期の
ターゲットグループはC/
Pであり、プロジェクト
が進捗するにつれ、公共
セクター、民間セクター
のシステムエンジニアも
ターゲットグループにな
る旨確認し、ミニッツに
記載した。

・前述のように、ジョルダ
ン政府がNICを総合調整
機関として国家情報シス
テム（NIS）の確立を進
めていることもあって、
CTTISCが実施する研修
の受講生は多くが政府関
係機関からの派遣であ
る。なお、ジョルダン側
の説明によれば今後C/S
システムの普及に伴い民
間からの受講希望も増え
ると考えられる由。



調 査 項 目
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

ａ）公共セクタ
　ー

ｂ）民間セクタ
　ー

・情報ソース及び人材の観点からは、
過去10年における進歩はめざましい
ものの、国家情報政策が欠如してい
たため、異なる情報センター間の協
力体制及び互換性がなく、結果とし
てそれらの情報センターの役割分担
があいまいとなっている。
・コンピュータエンジニアやシステム
アナリストといった高度なスキルを
要求される人材が不足している一方
で、データエントリといったスキル
を要求されない人材は余剰となって
いる。

・情報分野の研修に関しては、ニーズ
の高いものから順に以下のように
なっている。
１　Relational Database（技術者向
け）
２　System Analysis（技術者向け）
３　Introduction Computers（一般
ユーザー向け）
４　Indexing & Documentation（ド
キュメンタリスト向け）
５　Communication Networks（技術
者向け）

・各コンピュータ（主にミッドレンジ
及びメインフレーム）のアラビア語
対応に互換性がないことが、各セク
ターのシステムの相互接続に支障を
きたしており、NISを推進するため
には、標準化が急務である。

・大多数の民間セクターの組織は、政
府機関への報告を要求される場合を
除いて、情報を扱う部門を設けてい
ない。
・システムアナリスト及びリサー
チャーが最も不足している。

・左記現状を確認するとと
もに、可能であれば、
（情報センターとみなさ
れる）公共機関を訪問
し、右問題点を確認す
る。
　対象は、C/Sシステム
を導入している公共機関
とする。

・左記現状を確認するため
にC/Sシステムを導入し
ている民間セクター
（ユーザー）を訪問し、
意見交換を実施する。

・C/Sシステムを導入して
いる公共機関を２か所訪
問し、以下を聴取した。
(1) Prime Ministry
(2) Jordan Industrial
　Estate Cooperation
１）人材
　高度なスキルを持つ
人材が不足しているこ
とを確認した。
２）研修
　ほとんどのIT技術者
が、CTTISCでの研修
を経験しており、C/S
システムの研修が始ま
れば、担当者を研修に
参加させたい意向であ
ることを確認した。ま
た、長期の研修をフル
タイムで受講させるに
は勤務時間終了後の14:
00～17:00の時間帯が望
ましいとの意見を聴取
した。

・C/Sシステムを導入して
いる企業を訪問し、以下
の点を聴取した。
(1) Arab Bank
１）人材
　情報処理分野の発展
のスピードについてい
くことのできる人材の
育成が急務である。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

２）ターゲット
　エリア

・情報分野のトレーニングに関して
は、ニーズの高いものから順に以下
のようになっている。
１　Design and Programing of Rela-

tional Database（技術者向け）
２　Filing & Archiving（ドキュメンタ
リスト向け）
３　Cataloging & Documentation（ド
キュメンタリスト向け）
４　Electronic Spreadsheets（一般
ユーザー向け）
５　Electronic Computer Aided

Drafting/Design（その他ユーザー向
け）

・公共セクターと同様、各コンピュー
タのアラビア語対応に互換性がない
ことが、問題であり、NISを推進す
るためには、標準化が急務である。

・基礎調査では将来、研修生の派遣元
となりうる各国機関のリストを作成
し、ミニッツに添付した。
・フェーズ１の成果をベースに第三国
研修を中近東及びアフリカ諸国に対
して実施中。

・後述の協力期間をも勘案
し、プロジェクト中の取
りあえずのターゲットエ
リアはジョルダン国内と
することを提案し、理解
を得、ミニッツに記載す
る。
　なお、ジョルダン側よ
り第三国研修スキームが
適用されない場合に他国
からの研修コースをどの
ように考えているのかに
ついても聴取し、協議結
果をミニッツに記載す
る。

２）研修
　国内外を問わず、
ニーズに応じた研修を
提供することのできる
機関へ職員を派遣した
り、講師を招くことに
より、研修を実施して
いる。
　したがって、CTTISC
の研修コースがユー
ザーの利益につながる
と判断される場合には
職員を研修コースに参
加させたいとの由であ
る。

・プロジェクトのターゲッ
トエリアはジョルダン国
内とすることをジョルダ
ン側と合意しミニッツに
記載した。しかしながら
将来的にプロジェクトの
成果をアラブ地域に普及
させていくことをあらか
じめ想定してプロジェク
トを推進することがジョ
ルダン側から強調される
とともに、仮にそれに対
する日本側の第三国研修
が適用されない場合にお
いても　Arab League
Educational, Cultural,
and Scientific Organiza-
tion (ALECSO)やIslamic
Educational, Scientific
and Cultural Organiza-
tion  (ISESCO)等の国際機
関からの資金援助を得る
などしてやっていかなけ
ればならないと考えてい
るとの説明があり、その
旨ミニッツに記載した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

３）技術移転分
　野

・基礎調査の結果を踏まえ、ジョルダ
ン側へ質問状を送付して得た回答に
よれば、先方が要請している技術移
転分野は以下のとおり。

・優先順位レベル１のもの
１　Client Server (Application,

Integration & Administration)
２　Database Administration
３　Advanced Networking
４　Web Computing and Intranet
５　Network System Development
６　Java Development
７　Windows NT OS, Administration

Networking and Support
８　Oracle Web server
９　Unix OS Include

・優先順位レベル２のもの
１　Project Management
２　Online System Analysis & Design
３　Object Oriented Tools
４　Multimedia

・優先順位レベル３のもの
１　Training Media

・協力期間・我が方の支援
体制・投入計画も念頭に
置いて協議のうえ、結果
をミニッツに記載する。
なお、他案件の例も参考
にした現時点での日本側
案は以下のとおり。
１　C/S Operating System
２　C/S Database System

Development
３　Advanced Networking
４　Internet and Web  Co-

mputing
５　C/S System Analysis,

Design, Management
６　Project Management

・なお、先方からマルチメ
ディアの要請があった場
合は、Project Manage-
mentと差し替えることも
可能である旨、説明し、
技術移転の範囲、短期専
門家のアベイラビリ
ティー、機材価格を検討
のうえ、技術移転分野を
確定する。

・技術移転分野として日本
側から提示した６分野の
うち、「Project Manage-
ment」については、ジョ
ルダン側から「Multime-
dia」と差し替えたい旨要
望があり、協議の結果以
下の理由により、差し替
えることとし、ミニッツ
に記載した。

(1) 「Multimedia」は　
技術移転ニーズが高い
分野としてジョルダン
側として重視している
こと。

(2) Multimediaの概念が
茫洋としており幅が広
すぎることに対して
は、ジョルダン側とし
ても初めての技術移転
分野であるので範囲を
絞りたいとの考え方で
あること。
(3) 「Project Manage-

ment」に関してはCT-
TISCにおいて既に方法
論についての教授が実
施されており、ジョル
ダン国内等における大
規模な情報化プロジェ
クトが少ないことを考
えると現在のCTTISC
の技術レベルで当面十
分対応できると考えら
れること。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

４）技術移転項
　目

５）技術移転の
　方法

６）技術移転内
　容と開催され
　る研修コース
　の関係

・現時点でのジョルダン側が要望して
いる技術移転項目は、別添１のとお
り。

・基礎調査では、フェーズ１の「すべ
てのC/Pに対し、すべての項目につ
いて技術移転するのは効率的ではな
い」との教訓に基づき、各分野ごと
にシニアとジュニアの２人組のC/P
に技術移転すること、すなわち、
CTTISCの中心的役割を担っている
熟練C/Pと若手C/Pとの２名体制で日
本人（短期）専門家からの技術移転
をする計画で先方も合意している。

・技術移転分野及びC/Pの
技術レベルをも勘案し、
協議のうえ、可能であれ
ば結果をミニッツに記載
する。なお、他案件の例
も参考にした現時点での
日本側案は別添２のとお
り。

・日本側案として、C / S
Operating Systemのコー
スについては、すべての
C/Pを対象とし、それ以
外のコースについては各
分野ごとにシニアとジュ
ニアに対する技術移転を
行うことを提案し、理解
を得、ミニッツに記載す
る。

・先方と協議のうえ、技術
移転内容と開催される研
修コースの相関関係が明
らかになる表を作成し、
ミニッツに添付する。

・上記技術移転分野及びC/P
へのインタビューに基づ
くレベル測定を踏まえ、
ジョルダン側が最終的に
取り下げたProject Mana-
gementを除き、基本的に
すべての要請内容を含む
ことで合意し、ミニッツ
に記載した。

・各技術移転分野ごとに少
なくとも２人以上のC/P
を配置し、そのうちの１
人はシニアのC/Pを充て
て移転を行うこと、ただ
し、すべての基礎となる
C/S Operating Systemの
分野については全C/Pが
参加することで合意し、
ミニッツに記載した。

　また、ある分野のC/P
が他の分野の技術移転に
参加することについて
も、本来責任を分担する
分野での技術移転に支障
がない限り可能とするこ
ととした。具体的な技術
移転の形態としては、講
義及びケーススタディー
によるサンプルシステム
の分析・設計・開発とす
ることで合意し、ミニッ
ツに記載した。
　なお、日本人専門家が
C T T I S Cの実際の研修
コースにおいて直接に研
修生を訓練することはな
いことを確認した。

・ジョルダン側と協議のう
え、左記表をコースマト
リクスとして作成し、ミ
ニ ッ ツ に 添 付 し た
（Annex 12）。



調 査 項 目
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

７）技術移転結
　果のターゲッ
　トグループに
　対する提供方
　法（活動内
　容）

８）プロジェク
　トの基本計画

ａ）上位目標

ｂ）プロジェク
　ト目標

ｃ）成果

ｄ）活動

・基礎調査の結果によれば、ジョルダ
ン側は今回のプロジェクトの成果の
一つと想定されるC/Sシステムを対
象とした研修コースをアラブ諸国へ
も提供することを希望している。

・現在、当部においては、プロジェク
トの成果を、
０　プロジェクトの運営管理体制の設
立（強化）
１　必要な機材の供与、据付運転、保
守
２　C/Pの技術力向上
３　１及び２を用いて提供されるサー
ビスの提供のおおむね四つの切り口
で整理している。

・研修コース以外に本プロ
ジェクトの活動となりう
るものがないか、先方と
協議し、結果をミニッツ
に記載する。

・左記要望を踏まえた取り
あえずの我が方案は以下
のとおり。

・C/Sシステム分野の研修
コースがCTTISCによっ
てアラブ諸国に提供され
る。

・CTTISCによって提供さ
れる、C/Sシステム分野
の技術サービスが向上す
る。

・先方の要請、専門家のア
ベイラビリティー及び予
算等を協議のうえ、ミ
ニッツに記載する。な
お、他案件の例も参考に
した現時点での日本側案
は以下のとおり。
０　プロジェクトの運営体
制が強化される。
１　必要な機材が供与、据
え付け、運転、保守され
る。
２　C/Pの技術力が向上す
る。
３　C/Sシステム分野の研
修コースが実施される。
４　C / Sシステム分野の
（　）が実施される。

PDM案（別添３のとおり）

・研修コースに加えC/S分
野のコンサルタント業務
及びソフトウェア開発を
プロジェクトの活動内容
とすることとし、その
旨、ミニッツに記載し
た。

・左記のとおり合意し、ミ
ニッツに記載した。

・左記のとおり合意し、ミ
ニッツに記載した。

・左記における４番目の成
果について、CTTISCに
よるC/S分野のコンサル
タント業務及びソフト
ウェア開発の実施とする
ことを合意し、その旨ミ
ニッツに記載した。

・上記③成果を踏まえ協議
し、ミニッツに記載し
た。



調 査 項 目
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

９）協力期間及
　び開始時期
ａ）協力期間

ｂ）開始時期

10）日本側投入

ａ）専門家派遣

・基礎調査では、討議議事録（R/D）
で双方が合意した（協力開始）日か
ら３～４年ということで合意してい
る。

・基礎調査では、日本のODAの現状を
説明のうえ、遅くとも2000年度の予
算でプロジェクトを開始することで
合意している。

・一方、ジョルダン側は当プロジェク
トが、CTTISCにとって同分野での
２回目のプロジェクトであること、
コンピュータ分野の技術が日進月歩
であること、を考慮に入れ早い時期
でのプロジェクトの開始を望んでい
る。

・基礎調査において、当該分野では、
一般的に技術が細分化されており、
かつ、その技術が日進月歩であるこ
とから、１人の専門家がカバーでき
る分野が限られているので、技術移
転の主体は短期専門家にならざるを
得ない旨、説明し、先方もそれに同
意した。

・左記について、移転した
技術の定着をモニタリン
グする期間や専門家及び
C/Pの実働時間を勘案し
て、再度、協議し、結果
をミニッツに記載する。
なお、現時点での日本側
案は３年である。

・先方の実施体制、機材の
納期等を考慮に入れ、先
方と協議し結果をミニッ
ツに記載する。取りあえ
ずの、日本側案は以下の
とおり。
実施協議調査：
　1999年度第２四半期
プロジェクト開始：
　1999年度第３四半期

・上述のとおり、プロ技の
現行スキームでは、日本
側投入は、専門家による
C/Pへの技術移転が主体
で、研修員の受入れ及
び、機材供与はそれを補
完するものであることを
先方に説明し理解を得、
要すればミニッツに記載
する。

・左記を踏まえ、技術移転
項目ごとに担当する専門
家を協議・検討し、ミ
ニッツに記載する。

・左記に加え、技術移転内
容、機材の陳腐化の早
さ、専門家のアベイラビ
リティー等を勘案し、３
年とすることで合意し、
ミニッツに記載した。

・プロジェクトの開始時期
として、以下のとおり合
意し、ミニッツに記載し
た。
(1) 実施協議調査
　1999年８月下旬
(2) プロジェクトの開始
　1999年度第３四半期

・左記を説明し理解を得、
ミニッツに記載した。

・チーフアドバイザー、業
務調整員及びC/Sシステ
ムの３人の長期専門家を
派遣することとし、その
旨ミニッツに記載した。



調 査 項 目

－27－

基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

ｂ）研修員受入
　れ

・基礎調査において、予算の制約もあ
り、すべてのC/Pに研修の機会を与
えるのは不可能であることを説明し
た。

１　長期専門家
(1) チーフアドバイザー

１名
(2) 業務調整員 １名
(3) C/Sシステム １名

２　短期専門家
・技術移転分野を確定した
後、必要となる専門家の
分野、人数を協議検討の
うえ、可能であれば初年
度暫定実施計画（ATSI）
を作成し、ミニッツに添
付する。

・左記を踏まえ、受入れ可
能な研修員は０～３名／
年である旨、説明し、理
解を得、ミニッツに記載
する。

・各技術移転項目につい
て、研修員受入れにより
対応する項目を明らかに
し、そのうえで研修員受
入れ計画を作成し、要す
ればミニッツに記載す
る。

・各技術移転分野に対応す
る短期専門家を派遣
（1999年度は０人、2000
年度は各分野１人とした
場合６人）（予算の範囲
内）することをミニッツ
に記載し、初年度暫定実
施計画（ATSI）を作成
し、ミニッツに添付した
（Annex 18）。

・左記を説明し、理解を
得、フェーズ１で既に研
修員として受け入れてい
るC/Pが多いことをもか
んがみ、０名～２名／年
（予算の範囲内）とする
ことを合意し、ミニッツ
に記載した。

・また、通常情報処理分野
のC/P研修は沖縄国際セ
ンター(OIC)にて受け入
れているが、本プロジェ
クトに対しては、OICで
の研修は、研修期間が長
すぎるため、CICC（後
出）にて受け入れる事も
選択肢の一つである旨説
明し、先方の理解を得、
ミニッツに記載した。

・時間的な制約から研修員
受入れにより対応する項
目を明らかにはできな
かったが、CTTISC及び
CICCの通常業務を勘案
し、取りあえずの受入れ
時期をATSIに記載した。



調 査 項 目

－28－

基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

ｃ）機材供与

・本邦研修に派遣されるC/Pの離職防
止策として、先方が想定している選
定方法及びBondについて聴取した。

１　内容
・基礎調査の結果を踏まえた先方の要
請は以下のとおり。

Spec Quantity
(1) Personal Computer 42
(2) PCs’ Software 1 each
　１）Windows NT
　２）Oracle Developer 2000
　３）Auto disk 3D-STUDIO
　４）Marco media Director
　５）Multimedia Software
　　Development Kit
　６）MS C/C++
　　(WIth Arabic SDK extention)
　７）Pascal
　８）Delphi
　９）Visual Basic
　10）Java
(3) Printers 1 each
　１）HP Laser Printer
　２）HP Laser Color Duplex
　３）Color Data Show
(4) CD-RW 2
(5) UNIX Server 1

・R/D署名交換後の研修員
（プロジェクト運営管
理）受入れについて協議
し、要すれば結果をミ
ニッツに記載する。

・左記を再確認し、具体案
をミニッツに記載する。

・技術移転項目等を勘案
し、機材供与計画を作成
し、ミニッツに記載す
る。
・計画の作成に際しては、
可能な限り先方の応分の
負担を求める。

・日本側案は、別添４のと
おり。

・ジョルダン側候補者のア
ベイラビリティーを考慮
した上で、今後、検討し
ていくこととした。

・ジョルダン側からCTTI-
SCとして本邦研修に派遣
されるC/Pに対する適切
な離職防止策を取るとの
説明があり、その旨ミ
ニッツに記載した。

・具体的には、研修後２年
間は転職しないという契
約をCTTISCとの間で結
ぶことを了承するC/Pの
みを研修候補者とする方
針であることを聴取し
た。

・技術移転分野における、
Project Managementと
Multimediaの差し替えに
伴う機材の変更につい
て、ジョルダン側と協議
し、参考詳細仕様ととも
に機材リストを作成し、
ミニッツに添付した
（Annex 19）。
　なお、機材の詳細仕様
案を７月末までに日本側
が作成し、ジョルダン側
に送付することとし、そ
の旨ミニッツに記載し
た。



調 査 項 目

－29－

基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

(6) UNIX Server Main Memory
1

(7) UNIX Server Direct Access
　Storage 1
(8) UNIX Server Software
(9) UNIX Server Peripherals

1 each
　１）graphic display console
　２）Matrix Line Printer
　３）Magnetic Tape Drive Unit
(10) Windows NT Server 2
(11) MB/100MB 2

２　調達方法
・基礎調査において、先方の強い要求
に応じて、可能な範囲で現地調達す
ることを約束した。
・基本的には、アラビア語対応のハー
ドウェア・ソフトウェアを現地調達
できることを確認した。

３　調達回数
・基礎調査において、供与機材の陳腐
化を防ぐため、必要に応じ機材供与
を複数回に分けて行うのが望ましい
旨、双方で合意した。

・現地調達が可能と想定さ
れる機材については調査
時点の価格、契約条件
（メンテナンス体制も含
む）、アラビア語対応状
況等を調査する。

・プロジェクトの協力期間
が３年と短期間となった
こと、及び必ずしも最新
の機材を必要としない、
研修コースを実施するこ
とを目的としていること
を踏まえ、原則として機
材供与については初年度
に一括供与する方針を伝
え、先方の理解を得、そ
の旨ミニッツに記載す
る。

・大手コンピュータ販売会
社を訪問し、機材の調
達、メンテナンス体制、
アラビア語対応において
特に問題のないことを確
認した。

・ジョルダン側が、プロ
ジェクト期間中のハード
ウェアの更新は予定して
いないことを、確認し
た。

・メンテナンス及びソフト
ウェアのバージョンアッ
プ等の契約条件について
は、実施協議調査までに
確認することとした。

・左記について説明し、
ジョルダン側の理解を
得、ミニッツに記載し
た。



調 査 項 目
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

ｄ）ローカルコ
　スト支援

11）ジョルダン
　側投入
ａ）組織

ｂ）人員

・プロジェクトのジョルダン側体制
（案）を確認し、ミニッツに記載し
た。

１　C/P
(1) C/Pリスト
・基礎調査の際、C / P（案）を作成
し、ミニッツに添付した。
(2) 人数
・15名
　（含むプロジェクトマネジャー）
(3) 配置方法
・技術移転分野ごとにシニア１名ジュ
ニア１名計２名（一部重複）のC/P
を配置予定である。

(4) 技術レベル
・15名のうち、多くが欧米または中東
域内に留学した経験を持っているこ
と及び研修コースの講師経験を有し
ていることを確認した。

２　管理スタッフ及びサポーティング
スタッフ
・基礎調査では、スタッフの配置を依
頼した。

・上位目標のターゲットエ
リアを勘案したうえで、
広域技術協力事業費につ
いて説明を行うととも
に、先方の同事業の実施
の意向を確認する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・技術移転項目及び研修
コースに関する協議結果
並びに現在のC/P候補者
の技術レベル及びルー
ティンワークを踏まえ、
C/P配置計画を協議し、
結果をミニッツに記載す
る。

・可能であれば、写真及び
インタビュー（含む技術
力測定）結果付のC/P一
覧表を作成する。

・左記を確認のうえ、その
結果をミニッツに記載す
る。

・プロジェクト協力期間終
了前に広域技術協力推進
費の活用による域内展開
を考えることも一つの方
法であることを説明し先
方の理解を得た。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに添付した。（Annex
4）

・C/Pは17人を配置するこ
ととして既に指名されて
いる。後述のとおり、技
術レベルは比較的高い。

・上記C/Pの技術移転分野
ごとの配置計画を作成
し、ミニッツに添付し
た。（Annex 10）

・協議に参加していた所長
及び４人の部長を除く12
人のC/Pへのインタビュ

　ーを実施し左記一覧表を
作成した。この結果、５
段階評価で言えば平均３
～3.5程度と考えられるレ
ベルの高いC/Pが配置さ
れる予定であることが確
認された。

・ジョルダン側より
　Administrative Assistant

１名
Secretary １名

　Typist １名
を配置する予定であると
の説明があり、関係者リ
ストに記載し、ミニッツ
に添付した。
（Annex 10）
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

　なお、同スタッフの
TORについては実施協議
調査団派遣時に確認する
こととした。

・建屋改修経費、機材のメ
ンテナンス経費、ソフト
ウェアのバージョンアッ
プ経費及び電話代（国際
通話を除く）を含むロー
カルコストはジョルダン
側が負担することを確認
し、ミニッツに記載し
た。
　また、３年間のプロ
ジェクトの予算案を1999
年５月末までにジョルダ
ン事務所に提出すること
で合意し、その旨ミニッ
ツに記載した。

・機材供与計画を元に機材
レイアウト（案）を作成
し、ミニッツに添付し
た。（Annex 20）
　また、必要な電源及び
空調に係る工事について
はプロジェクト開始まで
にジョルダン側の責任で
行うことを確認した。

・研修用の教室を２部屋、
C/Pトレーニング・会議
用の部屋を１部屋、専門
家執務室を２部屋（チー
フアドバイザー用、専門
家・調整員用）、C/Pの
いる部屋に専門家用とし
て机２脚、その他必要な
設備・機器をジョルダン
側が準備することとし、
ミニッツに記載した。

ｃ）予算措置

ｄ）施設・設備

・基礎調査において、必要なローカル
コストがタイムリーに措置されるべ
きことを説明した。

・質問状の回答として技術移転に使用
可能な教室２部屋、ワークショップ
１部屋の位置図及び各部屋の機材の
レイアウトを入手している。

・特に建屋改修経費（ユー
ティリティー及び空調)、
機材購入、メンテナンス
経費及びバージョンアッ
プ経費の予算措置の可能
性を確認したうえで、可
能であればプロジェクト
期間中の予算措置計画を
作成し、ミニッツに記載
する。

・機材供与計画を元に機材
レイアウト（案）を作成
するとともに、設置場所
の付帯条件、環境条件を
具備すべき時期とともに
提示しミニッツに記載す
る。

・専門家執務室については
コミュニケーションの円
滑化の観点から、可能で
あればC/Pと同部屋を依
頼する。但し、リーダー
執務室については、
CTTISCのダイレクター
同様の個室の用意が可能
かどうか確認する。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

ｅ）機材供与

(4) 計画管理諸
　表

(5) CTTISCに対
　する協力
１）JICA

１　ジョルダン側の応分の負担
・機材が現地調達される場合、ジョル
ダン側も応分の負担を行う旨、確認
済である。

２　フェーズ１の機材の本プロジェク
トでの使用
・基礎調査において、同機材は、引き
続き使用していくものの、バージョ
ンの関係もあり、本プロジェクト用
には使用しないことを確認した。

３　フェーズ１の機材の2000年問題
・基礎調査時には独自に対応する旨、
発言があったが、その後、日本側に
対し、対応方法に関し、問合せが来
ている。

・JICAがCTTISCに対して実施した協
力は以下のとおり。
１　プロジェクト方式技術協力
コンピュータ訓練研究センタープロ
ジェクト
（協力期間：1990年６月～1994年６
月）

・左記を機材供与計画を元
に確認し、ミニッツに記
載する。

・左記を具体的な使途を含
め確認し、要すればミ
ニッツに記載する。

・対応方法を説明したうえ
で、ジョルダン側の対応
ぶりを確認する。

・上記２(1)～(3)の協議・
検討結果を元に、以下の
計画管理諸表（案）を可
能な限り作成し、ミニッ
ツに添付する。
１　PDM
２　技術協力計画（TCP）
３　年次技術協力計画
（ATCP）
４　活動計画（PO）
５　年次活動計画（APO）
６　暫定実施計画（TSI）
７　年次暫定実施計画（＝
投入計画）（ATSI）

・左記に対する評価を念の
ため確認し、メインフ
レームの研修コース及び
第三国研修の今後の計画
について聴取し、要すれ
ばミニッツに記載する。

・機材供与計画を元にジョ
ルダン側が準備する機材
について、ミニッツに添
付した。（Annex 19）

・フェーズ１の機材は、引
き続きメインフレームを
対象とする研修及びデー
タ管理に使用する意向で
あることを確認した。

・ジョルダン側が、独自に
2000年問題の影響を受け
ないよう使用法を工夫す
ることで対応する旨再確
認した。

・P D M、T C P、P O、
TSI、ATSIを作成し、ミ
ニッツに添付した。
（Annex 13、15、16、
17、18）
　なお、ATCP、APOに
ついては実施協議調査団
派遣時に詳細を協議した
うえで可能であれば、作
成することとした。

・左記プロジェクトは成功
裡に終了したことを再確
認した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

２）(財)国際情
　報化協力セン
　ター（CICC）

３）その他のド
　ナー

(6) R/D案

(7) 合同調整委
　員会

(8) 使用言語

・左記に対する評価を念の
ため確認する。

・左記を含め現状を確認す
る。

・R/Dサンプルを提示し、
内容についてジョルダン
側の理解を得、要すれば
ミニッツに添付する。

・左記につき、特に外部関
連機関からの参加者を再
確認し、上述の定期モニ
タリング（プロジェクト
運営の現地化）との関連
で最低年２回は開催する
ことが望ましい旨を説明
するとともに、小委員会
（ワーキンググループ）
設置の要否についても協
議し、結果をミニッツに
記載する。

・原則として、技術移転は
英語で実施することを確
認し、ミニッツに記載す
る。

・左記研修がC/Pの技術力
向上に寄与していること
を確認した。

・左記を確認するととも
に、その後左記機関から
の援助はなされていない
ことを確認した。

・R/Dサンプルを提示し、
内容についてジョルダン
側の理解を得、ミニッツ
に添付した。(Annex 23)

・合同調整委員会（JCC）
のメンバーに、計画省、
HCST、NICに加えて、
産業界との連携を強化す
ることを目的として、
JCS及び工業会議所の代
表を含めることを合意
し、ミニッツに記載、添
付した。（Annex 22）
　また、小委員会は協議
の結果設置しないことと
した。

・左記を説明し、ミニッツ
に記載した。

２　第三国研修
　システムエンジニア
　（協力期間：1993年～1998年）
（延長協力期間：1999年３月～2002
年３月）

・研修員受入れ
1987年から1998年累計35名受入れ
1998年実績
Caseツールによるオブジェクト指向
システム開発コース１名

・UNDP、UNIDO、UNESCOから
の、いずれもUS＄１万～２万規模の
機材が供与されている（注：
UNIDOは専門家も２名派遣）。

・基礎調査時に、特権免除について
は、フェーズ１のときと同様である
旨、確認した。

・基礎調査時に、委員会の目的、メン
バーについて協議し、結果をミニッ
ツに記載した。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

(9) 広報

(10) 共通フォー
　マット

・広報の重要性について、
先方に説明し、理解を得
るとともに、現行の広報
体制を確認し、要すれば
結果をミニッツに記載す
る。

・プロジェクトの実施・モ
ニタリングを円滑に実施
するために、各種様式を
共通フォーマット化する
ことを提案するととも
に、特に以下の様式につ
いて、CTTISCに現存し
ていない場合は、プロ
ジェクト開始時期までに
案を作成するよう、ま
た、作成する場合、可能
な限り表計算ソフトない
しデータベースソフトで
作成するよう、ジョルダ
ン側に依頼し、要すれば
その旨、ミニッツに記載
する。
１　C/P技術力モニタリン
グシート
２　国内外の関連機関リス
ト
３　研修コース受講者用ア
ンケート
４　その他サービスの受益
者用アンケート
５　プロジェクトで実施さ
れる各種サービスの記録
６　同窓会リスト
７　（写真付きの）機材管
理台帳

・実施協議の際の記者発表
やリーフレットの発行を
はじめプロジェクトの広
報の重要性について説明
し、ジョルダン側の理解
を得、ミニッツに記載し
た。

・また、プロジェクトを含
めCTTISCの広報はRSS
のFinancial Audit & In-
formation Departmentが
担当することを確認し
た。

・プロジェクトの実施・モ
ニタリングを円滑に実施
するために、各種様式を
共通フォーマット化する
ことを提案し、共通理解
を得た。
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基礎調査結果、現状及び問題点等
(参考資料：Jordan’s Information Policies & Strategies)

対　処　方　針 調　査　結　果

４　専門家の生
　活環境

・専門家の滞在に必要な情
報を収集する。

・専門家の滞在に必要な情
報（住居、物価、病院
等）を収集した。
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第３　協議結果概要第３　協議結果概要第３　協議結果概要第３　協議結果概要第３　協議結果概要

３－１　一般的事項

(1) 日本のODA事業を巡る現状を踏まえ、案件の絞り込み、機材計画、研修計画等における一

層の重点化、目標とする技術協力成果の更なる明確化、広報活動の充実等を進めていることを

説明し、本要請についてもこれらの動きの例外でないことについてジョルダン側の理解を得

た。

(2) プロジェクト方式技術協力の現在のスキームとして、PCMの考え方により協力を進めてい

ること、PDMを作成しこれに基づき実施状況のモニターと評価を実施すること、評価５項目

の観点から評価を行うこと、事業運営管理のローカライゼーションとしておおむね半年ごとに

サイトが主体となって定期モニタリングを実施すること等を説明し、ジョルダン側の理解と合

意を得た。

３－２　プロジェクトの要請背景及び国家計画等における位置づけ

(1) 要請の背景は、基礎調査の時点と大きな変化はないことが確認された。すなわち、ジョル

ダン政府関係者は等しく、人的資源の活用のために人材育成を重視するとともに、中でも技術

変化の激しい情報分野における人材育成が、国内の情報産業育成、周辺諸国への技術移転を含

めて重要であり、今後とも重点政策として推進していくことを表明している。

(2) ジョルダン政府が策定を進めている経済社会開発５か年計画について、計画省から、策定

の最終段階にあり数か月以内に決定される見込みであり、「情報化」はその中の大事な柱の一

つとして含まれると考えているとの説明があった。HCSTからは、この策定準備にあたって、

HCSTの下に設置した情報化に関する分科会の検討結果を上程しており、情報化が極めて大事

な事項の一つとして取り扱われているとの説明があった。

　いずれにしても、国家計画との整合性についての公式文書による最終確認は前記計画の公表

を待つ必要があるが、少なくとも政府関係機関の中における意識及び準備の状況から判断する

限り、重要な事項として確実に取り扱われると想定される。

３－３　プロジェクト対象分野の現状

(1) 本プロジェクトの対象分野である情報化及びその人材育成に関しては、ジョルダンにおい

ても、公共サービス等における情報化の必要性に加えてイントラネットやインターネット利用

の急速な拡大が始まっており、その拡充が大きな社会経済的な要請となっている。なお、ジョ
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ルダンの人材を多く吸収している湾岸諸国においてもIT分野の伸びは大きい。

(2) 1985年以来ジョルダン政府が国家情報化政策（NIP）として国家レベルでの情報化システ

ム（NIS）の推進、情報化人材の開発等について力を入れており、これら活動の推進とその連

携のための組織として1993年に設立された国家情報センター（NIC）がコアとなって、17の分

野での官民合同による情報化システム作りを進めており、データベース化やネットワークによ

る情報提供システム等の総合調整を実施している。また、人材開発の観点から年間10～12回実

施する官民を対象とする研修コースについてはその約８割をCTTISCに委託している。なお、

1996年８月にNICが発表した「ジョルダン情報政策・戦略」が、その諸活動の基本となってい

る。

(3) ジョルダン・コンピュータ協会（JCS）の会員数は、1999年３月現在で個人1,200人企業は

約75社である。JCSは学会としての性格が強く、いわゆる工業会は存在していない。JCSによ

ればジョルダン国内のコンピュータ関係企業数は約400社とのことであり、1997年２月調査の

時点で236社と報告されていることから見ると大幅な増加となっている。しかしながら、本格

的なIT製造業も存在せず、供給者の多くはせいぜいアセンブリー供給である。なお、今回のプ

ロジェクトが対象とするC/Sシステムの供給は大手ディーラーに限られている。

(4) 情報処理技術者の人数は、この２年間は年間500～600人ずつ増加しており、現時点で約6,800

人と推定される。これはジョルダンの就業者人口の約0.5％に過ぎず、今後の情報化の進展及

び湾岸諸国への継続的な人材流出を考えるとジョルダン国内での技術者の供給不足が想定され

る。実際、平均の失業率が約14％のジョルダンでIT技術に関してはほとんど完全雇用になって

いることもその証左であろう。なお、CTTISCのシステムエンジニアリングコース受講生の30

～40％が電気工学等の他分野の技術者であることもこのような背景から見ると分かりやすい。

(5) 大学におけるコンピュータ科学の授業は、20校中16校で実施しており、２校が設立準備中

であるなど増加傾向にあるが、現在の学生数は約2,250人に過ぎない。また48校あるコミュニ

ティ・カレッジでは内29校でコンピュータ教育を実施しているがその学生数合計も約2,800人

であることに加えて、基礎学力に差があることが多く高度な情報化人材の供給元としては限界

があると言われている。いずれにしても、現在の情報処理関係卒業生は年間約2,000人に過ぎ

ず、なおかつ湾岸諸国との賃金格差のためにジョルダン国内に残留するものはその約５割～６

割程度といわれていることから、更なる教育の充実が求められている。
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(6) 民間のコンピュータ学校については５～10校あるといわれているが、主としてディーラー

のユーザ支援等の活動基本として展開している。また、基礎的なソフトの使い方の教育をする

教育機関も増えている。いずれにしても幅広く高度な情報処理技術に関して高度かつ長期の訓

練を実施している機関はCTTISCのみである。

３－４　プロジェクトの実施体制

(1) プロジェクトの名称

　ジョルダン側から「IT」をより強調したいとの希望があり、語順を入れ替え「Information

Technology Upgrading Project」とすることで合意した。

(2) 所轄官庁

　RSSは、自主財源で運営される政府機関であり、予算、人事、事業計画のすべての面で自律

的な運営ができる組織であることが再確認された。このため、プロジェクトの所轄官庁をRSS

とすることで合意した。なお、計画省、HCST等関係機関からもRSSによる本プロジェクトの

実施を支援する旨、表敬時に発言があった。

(3) 実施機関

　CTTISCの組織、予算、活動内容、人員配置、施設等について調査し、また、CTTISCの

1990年から５年間の「コンピュータ訓練研究センタープロジェクト」における実績及び1993年

からの「システムエンジニア」の第三国研修の実績等から、本プロジェクトの実施に問題がな

いことを再確認した。

　これを受けて、本プロジェクトの実施機関をCTTISCとすることで合意した。

(4) プロジェクトの実施体制については基礎調査の時点での考え方と変更がないことを再確認

した。すなわち、ジョルダン側における総括責任者はRSS総裁とし、実施責任者をCTTISC所

長、所長本人を含めて合計17人のC/Pを配置することについて再確認した。技術のC/P15人の

配置方法については、各技術移転分野に対して少なくとも２人のC/Pを配置することに合意し

た。

(5) プロジェクトの直接的なターゲットグループであるC/Pの技術レベル及び専門分野の種類

は、次項の技術移転内容の検討とも大きく関連するので、協議に参加していた所長及び４人の

部長を除く12人のC/Pへのインタビューを実施した。

　この結果、５段階評価で言えば平均３～3.5程度と考えられるレベルの高いC/Pが配置され
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る予定であることが確認された。（「資料２　C/Pインタビュー結果」参照）

　前述のように、ジョルダン政府がNICを総合調整機関として国家情報システム（NIS）の確

立を進めていることもあって、CTTISC研修の受講生は多くが政府関係機関からの派遣であ

る。今後C/Sシステムの普及に伴い民間からの受講希望も増えると考えられる。

(6) プロジェクトのターゲットエリアはジョルダンであること、しかしながら将来にプロジェ

クトの成果をアラブ地域に普及させていくことをあらかじめ想定してプロジェクトを推進する

ことについて協議し、ジョルダン側と合意した。ジョルダン側からは、規模を別とすれば本プ

ロジェクトの対象であるC/S関連の第三国への研修を自力でもやっていかなければならないと

考えているとの説明があった。当方からは、プロジェクト期間終了前に広域技術協力推進費の

活用によるプロジェクト展開を考えることも一つの方法であることを説明した。

(7) 合同調整委員会（JCC）のメンバーに、計画省、HCST、NICに加えて、産業界との連携

を強化することを目的として、JCS及び工業会議所の代表を追加することとした。

(8) 最終評価及び適時評価のほかに、プロジェクト管理のローカライズのために６か月ごとの

モニタリングを実施することについて合意した。

３－５　技術移転内容

(1) 技術移転分野については、ジョルダン側からの要請内容のプライオリティを考慮しつつ、

日本における実施経験を背景とした研修コース構成及びその内容の形に再構成してジョルダン

側に提示した。研修コースとして提示した５コースの内、「Project Management」について

は、ジョルダン側から「Multimedia」への差し替え希望が表明されたため、以下の検討を行

い、差し替えに同意することとした。

　すなわち、Multimediaに関しては研修ニーズが高い分野としてジョルダン側として重視し

ていること、Multimediaの概念が茫洋としており幅が広すぎることに対してはジョルダン側

としても初めての研修分野であるので範囲を絞って行いたい考え方であること、一方のProject

Managementに関してはCTTISCにおいて既に方法論の教授が実施されていること、ジョルダ

ン国内等における大規模な情報化プロジェクトが少ないことを考えると現在のCTTISCの研修

レベルで当面十分と考えられること、等々である。

　この結果、コース構成としては、

１）C/S System Developement (UNIX Server)

２）C/S System Developement (Windows-NT Server)
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３）Advanced Networking and Internet

４）Web Computing

５）Multimedia

とすることで合意した。

(2) 技術移転項目については、ジョルダン側が最終的に取り下げたProject Managementを除

き、基本的にすべての要請内容が含まれることで合意した。

(3) 移転の対象となる技術のレベルについては、研修に必要な範囲かつ機材調達時点で入手可

能な最新の型式のものとすることで合意した。具体的なスペックの詳細は1999年７月末までに

日本側が検討した内容をジョルダン側に伝えることとした。

(4) 技術移転の方法としては、上述のように、各技術移転分野ごとに少なくとも二人以上のC/

Pを配置しそのうちの一人はシニアのC/Pを充てて移転を行うこと、ただし、すべての基礎と

なるC/S Operating Systemの分野については全C/Pが参加することで合意した。また、ある

分野でのC/Pが他の分野の技術移転に参加することについても本来責任を分担する分野での技

術移転に障害がない限り可能とすることとした。

　具体的な技術移転の形態としては、教材による講習及びサンプルシステムの分析、設計、開

発をケース・スタディによるものとすることで合意した。なお、日本人専門家がCTTISCの実

際の研修コースにおいて直接に研修生を訓練することはないことを再確認した。

３－６　プロジェクトの基本計画

(1) プロジェクトの上位目標としては、対処方針のとおり、「C/Sシステム分野の研修コースが

CTTISCによってアラブ諸国に提供される」ということで合意した。

　またプロジェクト目標としても、対処方針のとおり、「CTTISCによって提供されるC/Sシ

ステム分野の技術サービスが向上する」ということで合意した。

(2) 技術移転のアウトプットとして、研修コースの実現のほかに、「CTTISCによるC/S分野で

のコンサルタント業務及びソフトウェア開発の実施を加えることが合意された。また、この結

果をProject Design Matrix（PDM）（仮）のアウトプットの欄の該当部分においても記述す

ることで合意した。

(3) プロジェクトの実施期間は、基礎調査の時点で３～４年ということであったが、機材の陳
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腐化の早さ、専門家のアベイラビリティー等を勘案し、３年とすることで合意した。

(4) プロジェクトの開始時期として、1999年第３四半期を想定していること、実施協議調査団

の派遣時期として1999年第２四半期、具体的には８月下旬を仮として想定していることを伝え

たところ、ジョルダン側から基本的に問題はないが実施協議調査団の派遣後、なるべく早く協

力を開始してほしいとの希望があった。

３－７　計画管理諸表の作成

　今次調査においては、PDM、TCP、PO、TSI、ATSIの諸表を作成し、双方が合意した。

３－８　投入計画の作成

(1) 日本側の投入計画としては以下のとおり。

１）チーフアドバイザー、業務調整員及びC/Sシステムの３人の長期専門家の派遣

２）各技術移転分野に対応する短期専門家の派遣

　（1999年度は０人、2000年度は各分野１人とした場合６人）

　（予算の範囲内）

３）研修員受入れは、各年０名～２名（予算の範囲内）

４）機材供与は、Multimediaへの差し替えに伴う機材の差し替えを行った。

　なお、機材についてはコンピュータ機器の調達時期と機能の確定についての目途を1999年

７月末までに日本側が作ることとした。

(2) ジョルダン側の投入計画としては以下のとおり。

１）C/Pは17人を配置することとして既に指名されている。

　前述のとおり、技術レベルは比較的高い。

　なお、CTTISCとしては、日本研修の候補者としては２年間は転職しないという契約をC/

PとCTTISCとの間で結ぶことを了承する人のみを対象とする方針で人選することにより、

スピンアウトを防止する予定であるとの説明があった。

２）教室を二部屋、ワークショップ室を一部屋、専門家執務室を二部屋（チーフアドバイザー

用、専門家・調整員用）C/Pのいる部屋に専門家用として机二つ、その他インフラ等必要な

設備・機器を準備する。

３）ローカル・コストは負担する。ただし、国際電話の通話料のみは日本側で負担することと

した。

　なお、プロジェクト期間中のハードウェアの機能向上は予定しないこと、ソフトウェア
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は、当初の調達条件で２年間のバージョンアップをコンピュータ販売業者の義務にしたいと

の希望を持っていること、との説明があった。後者については、ジョルダンにおける一般的

な調達条件であるとのことであったが、ジョルダン事務所における通常の条件に従って調達

を実施するので実現できるか否かについては不明であると説明している。

３－９　その他

　プロジェクトの広報を強化すること、実施協議の際の記者発表の実施について必要性の認識と

実施についての基本的了解ができた。
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第４　調査団所見第４　調査団所見第４　調査団所見第４　調査団所見第４　調査団所見

(1) ジョルダン政府からの要請にかかるこのプロジェクトについては、現在策定の最終段階の

ある次期経済社会５か年計画の中でも中心課題の一つとして掲げられる予定の「情報化」に役

に立つものとして、関連政府機関のすべてから強い期待が寄せられている。特に、人材が唯一

の強力な資源であると言い続けている同国としては、今後の情報化社会で競争力を維持してい

く上で不可欠な事項であることはよく理解できる。加えて、湾岸戦争以降の人材の環流による

失業率の上昇の中でこれらの人々に就業機会を拡大していく効果もあると考えられる。このた

め、このタイミングでの本プロジェクトの実施は効果的であると考えられる。

(2) 一方、実施機関としてのCTTISCは、人材の国際流動の多い同国の中でも前回プロジェク

トのC/P31名のうち転職は７名のみとその多くが残留しており、組織・機能が安定していると

ともに技術力の維持という観点からも効率的な協力ができる組織であると考えられる。実際、

C/Pの技術力レベルについては、今回の短いインタビューを通じても、そのポテンシャルの高

さが看取されたところである。

(3) 今次調査においては、上記C/Pインタビューに加えて、ジョルダン・コンピュータ協会や産

業界からの声も聞いたが、産業界はC/Sシステムの成長可能性に強く期待しており、育成され

た人材の受け皿拡大のためにはCTTISCと産業界の連携を強化していく必要がある。現状では

この関係は必ずしも太いものとなっていないため、本プロジェクトの合同調整委員会には、今

回の調査を契機にジョルダン・コンピュータ協会や商工会議所の代表をメンバーに入れること

について関係者の合意ができたことは、調査団としても喜ばしいと考えている。

(4) プロジェクトの実現にあたっての懸案事項として、円滑な機材調達の実施がある。本プロ

ジェクトにおいては機材は原則として現地調達を予定しているが、コンピュータ関連機材はそ

の機能と価格の変動が早く、機材の機能・仕様に対する専門的知識が不可欠である。特に、本

プロジェクトでは最新の機材の投入を想定しているため、入札・選定・契約においても、それ

なりの専門的知識が必要と考えられる。このため、ジョルダン事務所においてこの活動のすべ

てを担当することには内容的に無理が生じる可能性がある。この問題の解決のためには、入札

仕様設定、入札説明会及び問い合わせへの対応、選定という時間差のある活動に繰り返し専門

的知識のある人の関与が望ましい。したがって、機材専門家の繰り返し派遣を実現するために

何らかの対応が求められる。
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(5) プロジェクトの実施にあたっての配慮事項としては、短期専門家の作業計画及び派遣計画

の総合調整の重要性である。本プロジェクトの特徴は長期専門家がカバーするような長期的技

術移転のステップを短期専門家の間欠的な派遣で置き換える試みを行うことである。例とし

て、一つの分野での技術移転のプロセスの具体的イメージを示すと、まず、現地における技術

の長期専門家のコーディネーションの下で、短期専門家と対応するC/PのＥメール等による遠

隔技術移転準備が行われ、次に現地における集中的な技術移転の実施、これを基にしたC/Pに

よる研修準備と再びＥメール等による支援、C/Pによる研修実施、短期専門家の再派遣による

評価と改良指導等・・・という流れが想定される。

　このような活動はタイムリーにかつ内容を充実して行う必要があるので、できる限り長期的

な計画立案が望まれ、また、派遣手続き等のタイムリーな実施が不可欠となろう。

(6) 最後に、基礎調査等の今までの積み重ねにより、相手側期待と日本側投入可能性の大きな

差違が解消されてきているため、技術移転の具体的内容とその実現のための機材等の詳細な打

合せという、論点を絞り深く議論することが可能となっていたことについては、先人の努力に

感謝したい。
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第５　専門家の生活環境調査結果第５　専門家の生活環境調査結果第５　専門家の生活環境調査結果第５　専門家の生活環境調査結果第５　専門家の生活環境調査結果

（気候）

　首都アンマンは山岳地帯に属しているため、気候は概して快適である。夏期は５月から10月で

最高気温が30度を超すこともあるが、一般的に空気が乾燥しているので暑さはそれ程感じない。

冬期は12月から２月で、風が冷たく、雨がよく降り雪が降ることもあり、最低気温は－１度まで

下がることもある。

　年間降雨量は山岳部で400ミリメートル、ジョルダン・バレーは200ミリメートル、また砂漠部

では、10月から４月の雨期にのみ降り、夏は乾期で全く降雨はなく、50ミリメートル以下である。

（治安状況）

　一般的に治安は安定している。強盗は増えているが、件数は少ないようである。

　また、強盗については、ホテルなどの駐車場で車が被害にあった例や、空き巣に入られた例な

どをときどき耳にする。この国では英語日刊紙やテレビなどのマスコミが、強盗及び盗難事件を

報道することはまれである。したがって、マスコミの報道のみでこの国の治安状況などを速断す

るのは禁物である。

（住居）

　アンマン市内は建築ラッシュであり、ホテル事情、独立家屋及びアパートなどの住宅事情は良

好である。

　ホテル料金は標準的であるが、住宅の家賃は割高である。一般住宅は、治安対策が施されてい

る。

（食料）

　純日本食品を除けば、たいていの食品、食材は市場に出回っている。

　食品衛生については実質的に問題はない。また、賞味期限がほとんどすべての食料品に明記さ

れているので安心である。

（医療）

　ジョルダンの医療機関は、大別して三つのブロックに分けられる。すなわち、a)政府の管轄下

のもの、b)軍の管轄下のもの、c)私的なもの、の三つである。

　日本人が実際に利用する医療施設は、設備、スタッフともに優れていること、職員が英語を解

すること、及び交通が便利であること等の条件を満たしているアンマン市内の私立病院、あるい
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はクリニックとなる。

※短期調査員による現地市場、住居及び病院等を訪問した調査結果については、

　「資料３　短期調査員報告」参照。
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